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なお、建設業の場合、元請負人が下請負人の労働者の分まで労災保険に加入しな

ければならない(強制加入)。この場合、実務的には元請負人から｢労災保険加入証

明書｣等を提出させることが必要となる(提出がない場合は、作業等を行わせない)。

また、政府管掌の労災保険でカバーしきれない部分については、想定されるリス

クに応じて民間の損害保険会社の保険(法定外補償条項、使用者賠償責任条項等が

入っている保険等)を利用することが望ましい。 

8-2 第三者に対する損害賠償の取り扱い

応援作業中に生じた事故等により第三者に損害を与えた場合の賠償は、原則と

して受援水道事業体が負担する。ただし、受援水道事業体の負担に関しては、｢使

用者責任｣(民法第 715 条)に根拠を置くため、応援作業は、受援水道事業体の指示

に基づいて行っていることを明確にしておく必要がある。 

なお、受援水道事業体への往復途上で生じたものは、応援水道事業体が負担す

る。 

8-3 その他の事故等の取り扱い

被災地における応援作業に着手後は、応援水道事業体の機器、工具の修繕等に関

わる費用は、原則として受援水道事業体の負担とすることが適当である。 

なお、受援水道事業体への往復途上で生じたものは、応援水道事業体が負担す

る。 
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第２章 平常時における応急活動の準備 

発災後の応援又は応援受入を想定して、迅速かつ円滑な応急対策活動を実施

できるよう、平常時より応急体制、「応急活動マニュアル等」について検討し、

整備しておく。さらに、実情に即すため平常時の各種訓練等を踏まえて、少なく

とも年一回は見直す。 

また、応急給水・応急復旧に必要な水量を確保するため、配水池の耐震化、緊

急遮断弁の設置等を計画的に進めるとともに、配水池等の運用に当たっては、可

能な範囲で高水位を保つなど、災害時に備えることも大切である。 

あわせて、防災担当部局と協力し、行政防災無線など情報収集手段の確保や応

急給水活動の効率化のために仮設水槽や仮設給水栓の確保についても、調整し

ておく。 

なお、BCP（事業継続計画）作成済みの水道事業体は、応急活動との整合性を

図ること。 

※「応急活動マニュアル」とは、「応急給水マニュアル」と「応急復旧マニュ

アル」を合わせたものである。

第
２
章

平
常
時
に
お
け
る

応
急
活
動
の
準
備



第２章 平常時における応急活動の準備 
1 応急給水について 

- 40 -

１ 応急給水について 

水道事業体は、応急給水について、図 1-1に示すような具体的な応急給水の方

法を想定し、それらに必要な準備を行う。 

応急給水の一般的な対応として運搬給水が挙げられるが、給水車（加圧式・無

加圧式）により応急給水拠点への給水方法が異なることから、各水道事業体にお

いて対象となる応急給水拠点を事前に確認し、運搬給水のあり方について精査し

ておく。 

併せて、救急病院等重要施設への運搬給水についても、各水道事業体において

対象となる施設を事前に確認し、運搬給水のあり方について精査しておく。 

 なお、住民への運搬給水は給水車の効率的な運用を行うため、仮設水槽等を用

いた拠点給水方式とし、また、配水管等の復旧後は図 1-2 に示すような仮設給水

栓による応急給水を原則とする。 

図 1-1 応急給水の方法（概念図） 
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いた拠点給水方式とし、また、配水管等の復旧後は図 1-2 に示すような仮設給水
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図 1-1 応急給水の方法（概念図）
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消火栓からの仮設給水栓 宅地内メーター１次側での仮設給水栓 
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表 1-1 応急給水資機材一覧（例） 
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表 1-1 応急給水資機材一覧（例）
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(2) 緊急通行車両の申請（図 1-2 参照）

災害等が発生した場合、災害対策基本法の規定に基づき、指定を受けた緊急通行

車両以外の通行が禁止又は制限される。このため、災害対策活動に使用する車両は

事前（平常時）に緊急通行車両の確認申請を行い、標章・緊急通行車両確認証明書

の交付を受けておく。これにより、災害発生時には手続きなく、被災地に向かうこ

とができるため、迅速な応援活動に繋がる。  

なお、応急活動に従事する民間車両についても、全国管工事業協同組合連合会

（全管連）等との災害時における水道の応急給水・応急復旧に関する協定書等に基

づき、応急活動に携わる車両が特定できる場合は、事前届出制度の手続きを行う。 

緊急通行車両 緊急自動車 

標章（警視庁 HP より） 
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図 1-2 緊急通行車両の申請に関するフロー(参考) 
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図 1-2 緊急通行車両の申請に関するフロー(参考)
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1-2 給水基地・応急給水拠点及び救急病院等重要施設等の情報の整備保管

水道事業体は、応援水道事業体が円滑に応急活動をできるよう、以下に示す一覧

表及び位置図等を平常時から整備保管する。 

(1) 一覧表及び位置図等の種類

給水基地・応急給水拠点及び救急病院等重要施設等を記載した地図 

給水基地・応急給水拠点、学校、官公署、救急病院等重要施設の位置、啓開対象

道路（緊急輸送道路）などについて明示されている防災マップ及び一覧表等を準備

しておく。 

また、特に応急給水が優先される施設（人工透析施設や福祉施設など）について

も明示しておく。 

なお、準備しておくべき一覧表の記載例として、表 1-2 に示す。 
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表 1-2 準備しておくべき一覧表の記載例 

①給水基地一覧表

施設名 住所 有効貯水量 災害時確保水量 備考

〇〇配水池 〇〇区△△町1234 10,000㎥ 2,000㎥…
②応急給水拠点一覧表

施設名 住所 対象住民数 備考

〇〇公園 〇〇区△△町1234 1,000人

△△公民館 〇〇区△△町2345 500人…

③救急病院等重要施設一覧表

病院名等 住所 受水槽容量 給水方法 必要ホース延長 備考

〇〇病院 〇〇区△△町4567 100㎥ 加圧ポンプ付き給水車 50m

△△病院 〇〇区△△町5678 70㎥ 給水車 30m 自己水源有り…

④保有給水車両及び給水容器等一覧表

車両及び給水容器 車番・仕様 数量 格納場所 備考

： ：

仮設水槽 1㎥ 10個 〇〇倉庫

仮設給水栓 4栓1組 4組 △△公民館

加圧ポンプ付き給水車
12-34

タンク容量：2㎥

…
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表 1-2 準備しておくべき一覧表の記載例
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(2) 一覧表及び位置図等の保管

一覧表及び位置図等の保管に当たっては、広域災害を想定し、本庁舎や事業所な

どに分散管理する。 

これら一覧表及び位置図等の内容に変更が生じた場合は、(年１回の頻度で)修

正又は更新を行う。 

また、応援水道事業体の受け入れを想定し、紙ベースで複数部を保管しておくこ

とが重要であり、マッピングシステムが導入されている水道事業体にあっても、必

ず紙ベースでの保管をするとともに、バックアップデータも分散管理することが

必要である。 

分散管理については、マッピング委託会社と災害時の協力協定を締結しておく

ことも有効な方法である。 

なお、職員が応急給水計画の策定等に専念できるよう、災害時のシステムの操作

等に係る対応について、委託会社と事前に協力協定を締結しておくことも円滑な

初動対応の点から有効である。 

1-3 情報連絡の確保

(1) 通信手段の確保

発災直後は、NTT 等の通信回線の断線、利用制限、利用の集中等により、情報連

絡手段が遮断される可能性がある。従って、被災地の水道給水対策本部となること

が想定される会議室等には、複数の通信手段が確保できるように整備する。 

具体的には、通信の確保のために、災害時の被害が少なく、広い地域で複数の局

間での通話が可能であり、機動性の高い移動無線基地を備えた MCA 無線通信、衛

星通信システム、災害時優先電話システム等を活用するなど複数の情報連絡手段

の確保に努める。また、都道府県庁や近隣都市との情報連絡については、防災行政

無線を活用し、できる限り情報の共有を図る。 

また、水道給水対策本部と応急給水班及び応急復旧班等との情報共有手段とし

て、状況に応じ SNS を活用する。ただし、情報の中に重要な行政情報や個人情報を

含む場合は、情報の漏えい等がないよう十分留意する。 

(2) 通信機器操作マニュアル

確保している通信手段の機器類等を迅速かつ円滑に活用できるよう、操作マニ

ュアルを作成し、訓練で使用するなど職員に周知しておく。また、現場間等におい

て無線(業務用無線・防災行政無線)に頼らざるを得ない状況が想定されるので、停

電対策として商用電力以外の自家発電設備の設置や蓄電池等の電源を確保すると

ともに、緊急時に円滑に活用できるよう下記の図書を整備する。 

 防災行政無線局配置図
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 業務用無線局配置図

 無線系統図

 無線搭載車両一覧表

 無線装置接続図

 無線機動作確認図

 無線機用電源装置の操作図

 無線機用発電機の始動順序図

 無線交信記録表

 無線通信統制方法

 災害時優先固定電話配置図

 災害時優先携帯電話登録簿と非常用充電器の保有台数

1-4 応急給水の関係機関との連絡調整

災害時の活動においては、地元の各種機関との連携や情報交換が欠かせないことか

ら、水道事業体では、平常時より警察、消防等の機関との連携を密にしておく。 

また、応急活動を行う場合は、道路・交通等管理者等との連絡調整及び許可事務手続

きが必要となることから、水道事業体は次の事項について、平常時より各管理者及び

関係機関と協議し調整しておく。 

 消火栓等を利用した仮設給水栓の設置に伴う調整及び許可

(消防部局、警察署、道路管理者)

1-5 応急給水マニュアルの整備

水道事業体は迅速かつ適切に応急給水活動を行えるよう、「応急給水マニュア

ル」をあらかじめ整備するよう求められている（参考：「地震対策マニュアル策定

指針」国土交通省ホームページより）。 

発災後は迅速な応急活動が求められるが、被災水道事業体は、被害状況の把握、

問合わせの対応等に追われ、応援水道事業体に対して適切な指示等を行える状況

にないことが予想される。 

一方、応援水道事業体は、被災水道事業体の水道施設や地理に不案内であるた

め、迅速で的確な対応が困難と考えられる。 

このことから、速やかに応援水道事業体へ応急給水マニュアルを提供できるよ

う準備しておく。 

応急給水マニュアル 

水道事業体は、給水基地・応急給水拠点等を把握し、保有している給水車や仮設

水槽を考慮して応急給水マニュアルを作成する。 
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 業務用無線局配置図 
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 消火栓等を利用した仮設給水栓の設置に伴う調整及び許可

(消防部局、警察署、道路管理者)

1-5 応急給水マニュアルの整備

水道事業体は迅速かつ適切に応急給水活動を行えるよう、「応急給水マニュア

ル」をあらかじめ整備するよう求められている（参考：「地震対策マニュアル策定

指針」国土交通省ホームページより）。 

発災後は迅速な応急活動が求められるが、被災水道事業体は、被害状況の把握、

問合わせの対応等に追われ、応援水道事業体に対して適切な指示等を行える状況

にないことが予想される。 

一方、応援水道事業体は、被災水道事業体の水道施設や地理に不案内であるた

め、迅速で的確な対応が困難と考えられる。 

このことから、速やかに応援水道事業体へ応急給水マニュアルを提供できるよ

う準備しておく。 

応急給水マニュアル

水道事業体は、給水基地・応急給水拠点等を把握し、保有している給水車や仮設

水槽を考慮して応急給水マニュアルを作成する。
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なお、取り巻く環境（水源・事業体規模・地理的条件など）も異なることから、

実情にあった内容とする。 

具体的な必要計画作業の一例として、 

 断水範囲の確認

 応急給水体制の確立

 応急給水計画の策定

（応急給水量※１、応急給水拠点数、必要な給水車両、仮設水槽※2、作業人員等）

 応援要請規模の検討

などを入れることが望ましい。 

また、応急給水マニュアル作成の足掛かりとして、「資料２ 災害時対応確認シ

ート【1】【応急給水編】」を活用する。 

※1：応急給水量等の目標設定については、国土交通省 HP の「水道の耐震化計画等

策定指針 平成 27 年 6 月」を参考にする。 

※2：仮設水槽の管理や水槽内水の水質管理については、平常時から整理し、責任

範囲を明確にしておく。 

応急給水量等の目標設定例 

 （出典：「水道の耐震化計画等策定指針 平成 27 年 6 月」国土交通省 HP より） 
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(1) 応急給水の方法

応急給水には、給水車から給水する方法と、車道などにある既設の消火栓から給

水する方法がある。 

さらに給水車から給水する方法には、直接給水と仮設水槽を利用して給水する

方法がある。 

直接給水は、給水車に搭載されている給水栓や給水車に直結させた仮設給水栓

を使用して給水することである。 

また、仮設水槽を利用して給水する方法は、給水車が仮設水槽に水を入れて、仮

設水槽に直結させた仮設給水栓を使用して給水することである（図 1－2 参照）。

この方法は多くの住民が集まる広域避難場所、小中学校等の応急給水拠点に仮設

水槽を設置して給水を行うもので、給水車を水の運搬専用（運搬給水）に使用する

ことができ、給水効率を上げることができる。仮設水槽は、応急給水拠点数等を考

慮し用意する。仮設水槽には、取扱いの容易なポリエチレン袋付き強化ダンボール

製、FRP 製タンク、強化プラスチック製タンクなどがある。 

また、応急給水には大別して表 1-3 に示すような拠点給水方式と巡回給水方式

があるが、給水車の効率的な運用のために、拠点給水方式を原則とする。 

表 1-3 応急給水の方式 

※島しょ部においては、給水船から給水車等に給水する方法がある

分 類 内 容 備 考 

拠点 

給水方式 

応急給水拠点において給水する方式。このほ

か、仮設水槽を設置した場所も応急給水拠点

となる。 

耐震性貯水槽や消火

栓も応急給水拠点と

なる場合がある。 

巡回 

給水方式 

指定された場所に給水車で巡回し、給水車か

ら直接応急給水を行う方式であり、状況に応

じて場所を移動し、住民へきめ細かく給水す

ることができる。 

トラック等により簡

易容器で直接配布す

る方法もある。 

図 1－2 仮設水槽による給水 
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さらに給水車から給水する方法には、直接給水と仮設水槽を利用して給水する
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直接給水は、給水車に搭載されている給水栓や給水車に直結させた仮設給水栓

を使用して給水することである。 

また、仮設水槽を利用して給水する方法は、給水車が仮設水槽に水を入れて、仮

設水槽に直結させた仮設給水栓を使用して給水することである（図 1－2 参照）。

この方法は多くの住民が集まる広域避難場所、小中学校等の応急給水拠点に仮設

水槽を設置して給水を行うもので、給水車を水の運搬専用（運搬給水）に使用する

ことができ、給水効率を上げることができる。仮設水槽は、応急給水拠点数等を考

慮し用意する。仮設水槽には、取扱いの容易なポリエチレン袋付き強化ダンボール

製、FRP 製タンク、強化プラスチック製タンクなどがある。

また、応急給水には大別して表 1-3 に示すような拠点給水方式と巡回給水方式

があるが、給水車の効率的な運用のために、拠点給水方式を原則とする。 

表 1-3 応急給水の方式

※島しょ部においては、給水船から給水車等に給水する方法がある 

分 類 内 容 備 考 

拠点 

給水方式

応急給水拠点において給水する方式。このほ

か、仮設水槽を設置した場所も応急給水拠点

となる。 

耐震性貯水槽や消火

栓も応急給水拠点と

なる場合がある。 

巡回 

給水方式

指定された場所に給水車で巡回し、給水車か

ら直接応急給水を行う方式であり、状況に応

じて場所を移動し、住民へきめ細かく給水す

ることができる。 

トラック等により簡

易容器で直接配布す

る方法もある。 

図 1－2 仮設水槽による給水
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さらに、簡易容器により給水する方法もある。 

簡易容器は、作業性や住民の運搬労力・持ち運びを考慮した容器で、以下に例を

示す。 

 簡易容器：給水袋(手提げ型・リュック型)、ポリタンク等

(2) 応急給水体制の確立

応急給水を効率的に行うため、給水基地担当、運搬給水担当及び応急給水拠点担

当の作業内容をあらかじめ明確にしておくとともに、各担当に配属する職員に対

し当該業務で使用する器具類の点検や作業訓練を行い、体制を整える。 

なお、発災時、各担当は水道給水対策本部の応急給水指揮担当の指示に従う。 

① 給水基地担当

 浄水場、配水池等運搬給水の基地となる水道施設に常駐して、給水車等への

注水作業を行うことを想定する。給水基地は、応急給水体制の根幹をなすた

め、原則として、被災水道事業体の職員を配置する。

 発災後速やかに注水作業が行えるよう、職員の配置先を決めておく。

② 運搬給水担当（運転手等）

 給水基地から応急給水拠点まで給水車等で運搬給水を実施する。

※運転免許の種別によって、運転できる給水車（車両総重量）が制限される

ことに留意する。

※車両総重量：自動車などにおいて最大定員が乗車し、最大積載量の荷物を

積んだ状態の自動車全体の総重量。

給水袋（リュック型） ポリタンク 
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③ 応急給水拠点担当

 応急給水拠点では、給水基地で注水した給水車等から直接住民に給水を行う。

また、混乱を避けるため、住民、ボランティア、市長部局職員等と連携し、

誘導を的確に実施する。

加圧ポンプ付き給水車 

道路交通法改正による運転免許車両制限について 

（一般財団法人 全日本交通安全協会 HP より） 

第
２
章

平
常
時
に
お
け
る

応
急
活
動
の
準
備



第２章 平常時における応急活動の準備
1 応急給水について

- 52 - 

③ 応急給水拠点担当 

 応急給水拠点では、給水基地で注水した給水車等から直接住民に給水を行う。

また、混乱を避けるため、住民、ボランティア、市長部局職員等と連携し、

誘導を的確に実施する。 

加圧ポンプ付き給水車

道路交通法改正による運転免許車両制限について

（一般財団法人 全日本交通安全協会 HP より）
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ⅰ 仮設水槽担当 

 加圧ポンプ付き給水車から仮設水槽への給水を行う。また、混乱を避けるた

め、誘導を的確に実施する。

ⅱ 仮設給水栓設置担当 

 運搬給水の活動状況を踏まえた上で、配水管復旧の進捗に合わせ消火栓や宅

地内メーター１次側等に仮設給水栓を設置する。また、混乱を避けるため、

誘導を的確に実施する。なお、宅地内メーター１次側等に設置する場合には、

土地所有者等と調整を行う必要がある。

(3) 給水基地

 給水基地となる水道施設等には、浄水池、配水池、耐震性貯水槽、給水船な

どがあり、給水車へ効率的に注水するため、停電を想定した「自然流下で注

水」する注水設備が望ましい。また、必要に応じポンプ設備の整備や停電に

備えた、自家発電設備、可搬式発動発電機等を整備する必要がある。その他、

消火栓が機能する場合は、それらを利用することも考えられる。

仮設水槽 

仮設給水栓 
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 被災想定や地理的条件により、給水基地となる水道施設を複数設定する。

 給水基地となる水道施設の被害状況によっては、応急給水用の水が確保でき

ない場合があるので、隣接する水道事業体の水道施設を給水基地として利用

することなどについて、調整しておく。

 基幹施設の概略図や管路全体図などに、水道施設の位置、能力などを明示す

ることにより、作業の迅速化を図ることができる。

(4) 応急給水拠点

 応急給水拠点は、広域避難場所、小中学校等被災者の収容施設や公園等公共

施設で、車両の通行に支障がなく、住民が集まりやすい場所とする。

 応急給水拠点の選定に当たっては、土砂・水害等のハザードマップを確認の

上で、決定する。

 応急給水拠点の位置及び給水基地となる水道施設等から応急給水拠点まで

の経路については、応急給水班に適宜情報提供できるよう、一般交通案内図

などに明示する。

なお、使用する車両は、土地勘のない地域で有効なカーナビゲーションシス

テムを搭載することが望ましい。

 丘陵地など高低差がある場合は、住民が持ち運ぶ負担も考慮して、応急給水

拠点となる場所を事前に町内会等と協議して選定しておく。

 耐震性貯水槽や消火栓を応急給水拠点として活用することもできる。

 水道事業体は、仮設水槽を一定数備蓄できるように避難所等の管理者と予め

協議しておく。

給水基地における注水作業 
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 被災想定や地理的条件により、給水基地となる水道施設を複数設定する。 

 給水基地となる水道施設の被害状況によっては、応急給水用の水が確保でき

ない場合があるので、隣接する水道事業体の水道施設を給水基地として利用

することなどについて、調整しておく。 

 基幹施設の概略図や管路全体図などに、水道施設の位置、能力などを明示す

ることにより、作業の迅速化を図ることができる。 

(4) 応急給水拠点 

 応急給水拠点は、広域避難場所、小中学校等被災者の収容施設や公園等公共

施設で、車両の通行に支障がなく、住民が集まりやすい場所とする。 

 応急給水拠点の選定に当たっては、土砂・水害等のハザードマップを確認の

上で、決定する。 

 応急給水拠点の位置及び給水基地となる水道施設等から応急給水拠点まで

の経路については、応急給水班に適宜情報提供できるよう、一般交通案内図

などに明示する。 

なお、使用する車両は、土地勘のない地域で有効なカーナビゲーションシス

テムを搭載することが望ましい。 

 丘陵地など高低差がある場合は、住民が持ち運ぶ負担も考慮して、応急給水

拠点となる場所を事前に町内会等と協議して選定しておく。 

 耐震性貯水槽や消火栓を応急給水拠点として活用することもできる。 

 水道事業体は、仮設水槽を一定数備蓄できるように避難所等の管理者と予め

協議しておく。 

給水基地における注水作業
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(5) 給水車、資機材等の保有リスト

 発災後初期の運搬給水は、被害状況によって多数の給水車、資機材等が必要

となることから、給水車、資機材等の保有リスト等を作成する必要がある。

なお、不足となる資機材等についても検討しておく。

 災害の規模によっては、被災水道事業体、応援水道事業体の保有数では対応

が困難となる場合を想定し、自衛隊、民間企業等の協力が必要となる場合が

考えられる。そのため、平常時から関係機関(自衛隊、民間企業等)への応援

要請等について検討しておく。

(6) 応急給水作業指示報告等書類の整備

 応急給水活動の着手から完了までの一連の作業を記載する作業指示書及び

報告書類を整備する (様式 16、様式 17 参照)。

消火栓からの応急給水① 消火栓からの応急給水② 

耐震性貯水槽からの応急給水 
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1-6 救急病院等重要施設への給水

救急病院等重要施設には、最優先で応急給水を行う。そのため、施設の給水方式

(貯水槽や直結給水等)、施設の構造・容量、地下水利用専用水道の有無等を把握し、

事前に加圧ポンプ付き給水車の配備を含めた応急給水方法を決定する。(図 1-3 参

照)  

また、災害時においては、医療機関等への給水要望が様々な方面からもたらされ

ることがある。このため、要請主体を明確化するとともに、医療機関等への給水状

況を常に把握し、適切な応急給水計画を実行できるよう、あらかじめ地域防災計画

において、水道事業体の役割を明確化し、医療機関等との連絡体制を定めておく。 

なお、平常時から重要施設 (災害拠点病院、人工透析病院、一般病院・福祉施

設、避難所等応急給水拠点等)を整理し、優先順位をあらかじめ定めておく。 

水道事業体は、地震等緊急時における応急給水活動が円滑に実施されるよう、医

療機関等に対して貯水槽の耐震性の確保・貯水槽周りの環境整備・自己水源の確保

等の自助努力を働きかけることが望ましい。 

※貯水槽へ給水するために高所作業となる場合は、労働安全衛生法に従い、安全帯

を使用するなど危険防止に努めること。

図 1-3 重要施設への給水 

救急病院等重要施設への給水 
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において、水道事業体の役割を明確化し、医療機関等との連絡体制を定めておく。 

なお、平常時から重要施設 (災害拠点病院、人工透析病院、一般病院・福祉施

設、避難所等応急給水拠点等)を整理し、優先順位をあらかじめ定めておく。 

水道事業体は、地震等緊急時における応急給水活動が円滑に実施されるよう、医

療機関等に対して貯水槽の耐震性の確保・貯水槽周りの環境整備・自己水源の確保

等の自助努力を働きかけることが望ましい。 

※貯水槽へ給水するために高所作業となる場合は、労働安全衛生法に従い、安全帯

を使用するなど危険防止に努めること。 

図 1-3 重要施設への給水

救急病院等重要施設への給水
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1-7 応援隊の受け入れ体制

応援隊を受け入れるためには、あらかじめ応援隊が使用する執務室・宿舎・給

食・駐車場等の確保、車両給油場所の所在地等についてできる限り詳しく調査し、

被災時には速やかに応援隊に情報を提供できるように準備をしておく必要がある。 

そのため、被災地において、応援水道事業体による迅速な応急活動を開始するに

は、事前に応援隊の受け入れを想定して、応援受入体制を構築しておくことが重要

なことから、あらかじめ｢応援受入マニュアル｣を作成しておく。ここでは、表 1-

4 に、応援受入マニュアルに記載すべき標準的項目とその内容の例を示す。 

(1) 水道事業体による確保

① 執務室等の確保

災害発生時には各地方支部から多くの応援隊が参集することから、応援隊の執

務、待機スペースについて事前に検討しておく。 

また、あわせて、庁舎の会議室やホールといった執務室以外のスペースを宿舎と

して利用することや簡易寝具（寝袋等）の準備について検討しておくことが望まし

い。 

② 駐車場の確保

 浄水場、配水池、給水所等の空きスペースで、応急作業に支障とならないこ

と、夜間の出入りで付近住民に迷惑をかけないこと等を考慮して、複数の候

補地の確保を検討する。

 多くの応援水道事業体等を受け入れるためには、駐車場の確保が重要であり、

あわせて、駐車場の整理要員を確保し、円滑な運用をすることが必要である。 

 河川敷や海岸を緊急時の駐車場とする際は、ハザードマップ等を考慮した候

補地を選定しておくことが望ましい。

執務室 
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(2) 一般行政部局との調整

市町村の地域防災計画を策定・改定する際には、執務室・宿舎・簡易寝具・駐車

場等の確保について、一般行政部局との協議・調整を積極的に行う。 

(3) 民間企業等との協定や承諾書等

宿舎・駐車場等の確保について、協定や承諾書等を取り交わす民間企業等は、以

下のもの等が考えられる。 

 宿舎の確保(全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会（全旅連）、ホテル旅

館組合、民宿組合、旅行代理店等)

 給食の確保(全国米穀販売事業共済協同組合､全国調理食品工業協同組合､食

品会社等)

 駐車場の確保(鉄道用地、民間娯楽施設、個人等)

駐車場 
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(2) 一般行政部局との調整 
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下のもの等が考えられる。 

 宿舎の確保(全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会（全旅連）、ホテル旅

館組合、民宿組合、旅行代理店等) 

 給食の確保(全国米穀販売事業共済協同組合､全国調理食品工業協同組合､食

品会社等) 

 駐車場の確保(鉄道用地、民間娯楽施設、個人等) 

駐車場
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表 1-4 応援受入マニュアルに記載すべき標準的項目とその内容 

 

 

 

 

 

 

※上表中、「手引き」とは、「地震等緊急時対応の手引き 令和７年３月改訂」を指す。

※出典：「地震等緊急時対応特別調査委員会 応援体制検討小委員会報告書（平成 29 年 2

月）日本水道協会」（一部、加筆・時点修正等）」より

項目

細目

①応援要請・受入れ概要図（フロー） 応援要請や受入業務における連絡フローを記載する。

②責任者、役割

受入責任者（担当班）の設置
水道給水対策本部内に応援受入に係る担当を設定する(手引きの第1章　５　水道
給水対策本部の設置　図5‐1(図5‐2)：水道給水対策本部の組織例参照)。

役割・事務 応援要請、応援受入に係る業務を基本とし、必要に応じて関連業務を担当する。

③応援要請

応援要請の手続き

手引きの第1章　４　応援要請　4-1応援の要請　の内容に沿った応援要請を行う
ものとする。
応援協定等に基づき、民間企業や応援事業体等の依頼先が予め設定されている場
合は、応援要請連絡先（担当部署、TEL、FAX）等を記載する。

応援要請時の伝達事項
主な伝達事項として、被害状況、応援作業内容、必要な人員・職種、必要な機
材、応援見込期間、参集場所・経路等を想定し、依頼書の様式を準備しておく。

④応援受入体制

応援隊の集結場所 複数の集結場所を想定し、他県等からの主要ルートを整理しておく。

宿泊場所・受入可能人数、駐
車場、給食の確保

宿泊場所について、水道施設に受入スペースがある場合は、収容可能人数を予め
算定する(3㎡/人)。受入スペースがない場合は、他部局や民間の宿泊施設等の情
報を事前に整理する。
食料調達については、担当部局と事前に調整しておく。

応援活動に必要な資機材等の
提供

備蓄資機材がある場合は、その提供方法について定めておき、ない場合は調達方
法を予め検討しておく。(資機材の準備については、手引きの第3章　災害時にお
ける応急活動の実施　２　応急給水について【応援水道事業体】2-1応援水道事
業体による応急給水の準備(3)資機材等の準備　または　４　応急復旧について
【応援水道事業体】4-1応援水道事業体による応急復旧の準備(3)資機材等の準備
参照)

応援活動に必要な情報等の提
供

施設・管路情報（図面等）、応急給水拠点、住宅地図、応急給水・応急復旧作業
に係るマニュアル等を配布できる状態で準備する。

応援受入活動業務の引継ぎ
応援受入後の実作業段階では、応援隊の対応を応急給水や応急復旧の担当班にス
ムーズに引き継げるように、応援隊の体制（責任者連絡先、職種・人員、宿泊
先、滞在期間）を様式等に整理する。

応援隊からの苦情・要望対応 苦情や要望の対応窓口を設定する。

⑤応援受入に伴う費用負担

費用負担の区分 手引きや協定に基づき整理する。

⑥応援経過の記録

応援隊からの応援経過報告
受付時、作業期間中、終了時の各段階で必要な報告内容を予め様式等に整理す
る。なお、応急復旧に関しては、災害査定を考慮した内容とする。

⑦様式
各種様式を準備する（応急給水応援体制報告書、資機材請求書、応急復旧応援体
制報告書等）

内容
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２ 応急復旧について 

水道事業体は、応急復旧の範囲を明確にし、図 2-1 に示す手順で応急復旧を行

うことを想定し、それらに必要な準備を行う。 

応急復旧の基本手順として、水源から給水に至るまで、水の流れに沿って被災

個所を調査し、復旧することが考えられる。 

また、復旧に当たっては、水道システムとしての幹線管路を優先復旧路線とす

る。なお、救急病院等重要施設に通じる管路も優先復旧路線とすることで、給水

を可能な限り早期に管路による給水に移行する。 

図 2-1 応急復旧の手順（範囲） 

【この節の内容】 

2-1 応急復旧の資機材等の準備

2-2 配管図面等図書類の整備保管

2-3 情報連絡の確保

2-4 応急復旧の関係機関との連絡調整

2-5 応急復旧マニュアルの整備

2-6 災害査定用資料作成の手順

2-7 応援隊の受け入れ体制

2-1 応急復旧の資機材等の準備

(1) 水道事業体が準備しておくべき資機材、工具

水道事業体が平常時より準備しておく資機材例を表 2-1 に、工事事業者が準備

するものの例を表 2-2 に示す。なお、資機材によっては、緊急時以外には使用さ

れないものもあることから、劣化等により緊急時に使用できなくなることのない

よう、定期的に更新や維持管理をして緊急時に備えておく。 
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２ 応急復旧について

水道事業体は、応急復旧の範囲を明確にし、図 2-1 に示す手順で応急復旧を行

うことを想定し、それらに必要な準備を行う。 

応急復旧の基本手順として、水源から給水に至るまで、水の流れに沿って被災

個所を調査し、復旧することが考えられる。 

また、復旧に当たっては、水道システムとしての幹線管路を優先復旧路線とす

る。なお、救急病院等重要施設に通じる管路も優先復旧路線とすることで、給水

を可能な限り早期に管路による給水に移行する。 

図 2-1 応急復旧の手順（範囲）

【この節の内容】

2-1 応急復旧の資機材等の準備

2-2 配管図面等図書類の整備保管

2-3 情報連絡の確保

2-4 応急復旧の関係機関との連絡調整

2-5 応急復旧マニュアルの整備

2-6 災害査定用資料作成の手順

2-7 応援隊の受け入れ体制

2-1 応急復旧の資機材等の準備

(1) 水道事業体が準備しておくべき資機材、工具 

水道事業体が平常時より準備しておく資機材例を表 2-1 に、工事事業者が準備

するものの例を表 2-2 に示す。なお、資機材によっては、緊急時以外には使用さ

れないものもあることから、劣化等により緊急時に使用できなくなることのない

よう、定期的に更新や維持管理をして緊急時に備えておく。 
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また、バルブ・止水栓の開栓器については、水道事業体ごとに形状・寸法に違い

が見られるので、応援水道事業体への貸し出しを想定し予備を準備しておく。 

表 2-1 応急復旧資機材一覧（例） 
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表 2-2 応急復旧資機材一覧（例） 
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表 2-2 応急復旧資機材一覧（例）
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(2) 資機材の備蓄状況把握

管材料などの資機材は、水道事業体により異なることがあるので、他の水道事業

体から調達することが難しい場合がある。従って、水道事業体において、平常時よ

り備蓄に努め、適正に保管する(表 2-3 参照) 。また、水道事業体は、材料調達業

者においても同様に資機材の備蓄状況を把握するよう協議しておく。 

表 2-3 備蓄材保管数量表（例） 

なお、備蓄材保管数量表などを「資機材の備蓄及び整備状況調査表（様式 14 参

照）」として整理し、平常時から近隣の水道事業体間で情報共有するとともに、緊

急時には迅速かつ有効にこれらの情報を活用できる体制としておくことが望まし

い。 

(3) 迅速な資機材の調達

受注生産等により、入手困難な大口径管材料等については、近隣水道事業体の備

蓄状況の把握に加え、日本水道工業団体連合会（水団連）、日本ダクタイル鉄管協

会又は日本水道鋼管協会等を通じて、その保有情報を収集するなど、平常時から調

査及び連絡体制の確認を行う。 

(4) 資機材に係わる臨時備蓄スペースの確保

早期復旧に繋げるために、平常時における備蓄材保管場所以外に、災害時に臨時

で使用できる資機材備蓄スペースの確保について、検討を行っておく。 

(5) 緊急通行車両の申請

大震災等の大規模災害等が発生した場合、災害対策基本法の規定に基づき、指定を

受けた緊急通行車両以外の通行が禁止又は制限される。このため、緊急通行車両の確

認申請を行い、標章・緊急通行車両確認証明書の交付を受ける。（なお、詳細について

口径 保有数量（定数） 管理担当事業所

直管 K形 1

継輪 K形 2

離脱防止押輪 K形 5

ゴム輪 K形 5

T頭ﾎﾞﾙﾄ・ﾅｯﾄ(SUS304) M20×90 30

種類

200 A事業所

…
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は、「1 応急給水の資機材等の準備」の「1-1 応急給水の資機材の準備」の「(2)緊

急通行車両の申請」に準じる (p.43～）。） 

2-2 配管図面等図書類の整備保管

水道事業体は、円滑に応急活動ができるよう、以下に示す図面等を平常時から整

備保管する必要がある。 

(1) 図面等の種類

① 基幹施設の概略図

水道事業体の水道システムの概要を容易に把握できるもの。 

取水場、浄水場、配水池、ポンプ場等基幹施設の位置・能力や、導水管、送水管、

配水本管の幹線管路等が記載されたもの。 

② 管路全体図

給水区域全体が把握できる 10,000 分の１程度の図面。 

なお、応急給水拠点・救急病院等重要施設・学校・官公署等についても明示する。 

③ 配水管図

口径・管種等が記載された 2,500 分の１程度の配水管図。(バルブ、消火栓番号

が記入され、バルブ台帳等によりバルブの開閉状況もわかるもの。) 

なお、管路の付属設備等(バルブ、消火栓など)には、管口径、締切りバルブ開度

制限、流向などを明記し、現地での確認が容易にできるよう努める。 

④ 給水管図

口径・管種等が記載された 500 分の１程度の給水管図。(住宅、給水管、メータ

ーまで記載されたもの。) 

⑤ 資材、残土置場等の地図

資材、残土等の置場及びその面積が明記されたもの。 

⑥ 給水材料や弁栓類の仕様等の一覧表（図 2-2 参照）

給水管の材質、弁栓類の操作方法等が明記されたもの。 
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は、「1 応急給水の資機材等の準備」の「1-1 応急給水の資機材の準備」の「(2)緊

急通行車両の申請」に準じる (p.43～）。） 

2-2 配管図面等図書類の整備保管

水道事業体は、円滑に応急活動ができるよう、以下に示す図面等を平常時から整

備保管する必要がある。 

(1) 図面等の種類 

① 基幹施設の概略図 

水道事業体の水道システムの概要を容易に把握できるもの。 

取水場、浄水場、配水池、ポンプ場等基幹施設の位置・能力や、導水管、送水管、

配水本管の幹線管路等が記載されたもの。 

② 管路全体図 

給水区域全体が把握できる 10,000 分の１程度の図面。 

なお、応急給水拠点・救急病院等重要施設・学校・官公署等についても明示する。

③ 配水管図 

口径・管種等が記載された 2,500 分の１程度の配水管図。(バルブ、消火栓番号

が記入され、バルブ台帳等によりバルブの開閉状況もわかるもの。) 

なお、管路の付属設備等(バルブ、消火栓など)には、管口径、締切りバルブ開度

制限、流向などを明記し、現地での確認が容易にできるよう努める。 

④ 給水管図 

口径・管種等が記載された 500 分の１程度の給水管図。(住宅、給水管、メータ

ーまで記載されたもの。) 

⑤ 資材、残土置場等の地図 

資材、残土等の置場及びその面積が明記されたもの。 

⑥ 給水材料や弁栓類の仕様等の一覧表（図 2-2 参照）

給水管の材質、弁栓類の操作方法等が明記されたもの。 
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図 2-2 給水材料や弁栓類の仕様等の一覧例 

(2) 図面等の保管

図面等の保管に当たっては、広域災害を想定し、本庁舎や事業所などに分散管理

する。マッピングシステムが導入されている水道事業体においても、災害に伴う停

電等で使用できなくなる恐れがあるため、必ず紙ベースでの保管をするとともに、

バックアップデータも分散管理しておく必要がある。また、応援水道事業体へ提供

するマッピングデータや図面は、個人情報保護等に配慮すること。 

平常時から水道施設台帳を整備し、マッピングシステムと関連付けるとともに、

災害時に正確な管路の布設位置を把握するため、図面等の内容に変更が生じた場

合は、適切に(年１回程度の頻度で)マッピングデータの更新を行う。また、管路の

図面以外に浄水場や配水池等に配置されている機械・電気設備の図面についても、

分散管理が必要であり、内容に変更が生じた場合は、適切に更新を行う。 

分散管理については、マッピング委託会社と災害時の協力協定を締結しておく

ことも有効な方法である。 

なお、職員が応急復旧計画の策定等に専念できるよう、災害時のシステム操作等

に係る対応について委託会社と事前に協力協定を締結しておくことも、円滑な初

動対応の点から有効である。 
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2-3 情報連絡の確保

「 2-3 情報連絡の確保 」は、「 1-3 情報連絡の確保 」に準じる。(p.47～） 

2-4 応急復旧の関係機関との連絡調整

災害時の活動においては、地元の各種関係機関との連携や情報交換が欠かせないこ

とから、水道事業体では、平常時より警察、消防等の機関との連携を密にしておく。 

また、水道事業体は次の事項について、平常時より各管理者及び関係機関と協議し

調整しておく。 

 警察署、道路管理者との調整

応急復旧工事に伴う道路使用許可及び占用（変更）許可、工事完了に伴う現場

立会（水管橋工事については、河川管理者との調整及び許可) 。 

 他企業工事等との調整

道路・軌道・他の埋設物等の復旧工事との工事調整。 

 資機材等の調達

停電や道路交通網が寸断されることを想定した浄水用薬品・燃料の調達経路

の確認。 

また、浄水用薬品については、薬品関係工業会と協定を結んでいる日本水道協

会からの情報も活用する。（参考2 参照） 

 漏水調査会社との連携

漏水調査には専門的な技術が必要であるが、水道事業体における漏水調査

担当職員は少なく、これらの業務を委託していることが想定される。このた

め、水道事業体は漏水調査会社等と災害時の応急対応の協力体制構築に努め

る。 

2-5 応急復旧マニュアルの整備

水道事業体は迅速かつ適切に応急復旧活動を行えるよう、「応急復旧マニュア

ル」をあらかじめ整備するよう求められている（参考：「地震対策マニュアル策定

指針」国土交通省ホームページより）。 

発災後は迅速な応急活動が求められるが、被災水道事業体は、被害状況の把握、

問合せの対応等に追われ、応援水道事業体に対して適切な指示等を行える状況下

にない場面が予想される。 

一方、応援水道事業体は、被災水道事業体の水道施設や地理に不案内であるた

め、迅速で的確な対応が困難と考えられる。 

このことから、速やかに応援水道事業体へ応急復旧マニュアルを提供できるよ

う準備しておくこと。 
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2-3 情報連絡の確保

「 2-3 情報連絡の確保 」は、「 1-3 情報連絡の確保 」に準じる。(p.47～）

2-4 応急復旧の関係機関との連絡調整

災害時の活動においては、地元の各種関係機関との連携や情報交換が欠かせないこ

とから、水道事業体では、平常時より警察、消防等の機関との連携を密にしておく。 

また、水道事業体は次の事項について、平常時より各管理者及び関係機関と協議し

調整しておく。 

 警察署、道路管理者との調整 

応急復旧工事に伴う道路使用許可及び占用（変更）許可、工事完了に伴う現場

立会（水管橋工事については、河川管理者との調整及び許可) 。

 他企業工事等との調整 

道路・軌道・他の埋設物等の復旧工事との工事調整。 

 資機材等の調達 

停電や道路交通網が寸断されることを想定した浄水用薬品・燃料の調達経路

の確認。 

また、浄水用薬品については、薬品関係工業会と協定を結んでいる日本水道協

会からの情報も活用する。（参考2 参照）

 漏水調査会社との連携 

漏水調査には専門的な技術が必要であるが、水道事業体における漏水調査

担当職員は少なく、これらの業務を委託していることが想定される。このた

め、水道事業体は漏水調査会社等と災害時の応急対応の協力体制構築に努め

る。 

2-5 応急復旧マニュアルの整備

水道事業体は迅速かつ適切に応急復旧活動を行えるよう、「応急復旧マニュア

ル」をあらかじめ整備するよう求められている（参考：「地震対策マニュアル策定

指針」国土交通省ホームページより）。 

発災後は迅速な応急活動が求められるが、被災水道事業体は、被害状況の把握、

問合せの対応等に追われ、応援水道事業体に対して適切な指示等を行える状況下

にない場面が予想される。 

一方、応援水道事業体は、被災水道事業体の水道施設や地理に不案内であるた

め、迅速で的確な対応が困難と考えられる。 

このことから、速やかに応援水道事業体へ応急復旧マニュアルを提供できるよ

う準備しておくこと。 
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応急復旧マニュアル 

水道事業体は、被害規模を想定するとともに、保有している資機材や工事事業者

数等を考慮し、応急復旧マニュアルを作成する。 

なお、取り巻く環境（水源・事業体規模・地理的条件など）も異なることから、

実情にあった内容とする。 

具体的な必要計画作業の一例として、 

 被害規模の想定（漏水箇所等）

 応急復旧体制の確立

 応急復旧計画の策定

 必要な資器材、車両、作業人員

 応援要請規模の検討

などを入れることが望ましい。 

※応急復旧マニュアル作成の足掛かりとして、「資料 3 災害時対応確認シート

【2】【応急復旧編】」を活用されたい。

(1) 応急復旧の方法

 基幹施設の被害を把握するため、｢水道施設被害状況等調査票｣を整備し、職

員によるパトロール及び住民からの通報等に基づく被害情報を整理し、応急

復旧の方針を決定する (様式 19 参照)。

 応急復旧の方法については、既設管の修理とするのか、仮設配管とするのか、

給水管を修理する範囲はどこまでとするか、宅地内に仮設共用栓又は給水栓

を一栓設けるのか等、被災の状況に応じた取扱いを定める（図 2-3 参照）。

 水道事業体は、配水管や給水管の使用材料、配管方法、配管構造等を指定し

ている場合は、あらかじめ標準とする復旧方法を設定する。

 被害状況に応じて、漏水調査班や修繕班など、班体制を指定して応援要請を

行うことが望ましい。

 特殊な材料、工法等を採用している水道事業体は、その内容を説明した図面、

映像等の資料を作成し、整理する。

 浄水場等の水道施設を運転管理委託している場合は、災害時に委託業者と協

力体制が得られるように協議する。

(2) 優先復旧路線の設定

 復旧に当たっては、水道システムとしての幹線管路を最優先路線として設定

する。加えて、救急病院等重要施設への給水を可能な限り早期に管路による

給水へ移行するため、これら施設に通じる管路を優先路線とする。

 基幹施設の概略図や管路全体図などにおいて、優先復旧路線を明示する。
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(3) 応急復旧の手順

応急復旧の手順は、原則として水源から給水に至るまで、水の流れに従って、

被災箇所を調査し復旧する。（図 2-1 参照） 

 被害想定の規模等に応じ、浄水場の水生産能力・給水区域の形成などを考慮

し操作するバルブ等の復旧作業手順を定める。

 管路の被害が大きく、広範囲で断水している地域においては、優先復旧路線

を優先的に修理復旧する。

 優先復旧路線を修理復旧した地域においては、一定の区域ごとの管路の修理

復旧を行い、給水区域を面的に復旧する。なお、一例として、配水管の復旧

を優先させるためには、給水管の復旧範囲について、１次側（分水栓からメ

ーターまで）の復旧を基本とし、仮設の給水栓を設置すること等、あらかじ

め復旧範囲を検討しておくことも有効である（図 2-3 参照）。

 上水道が復旧しても、下水道が復旧していない状況で上水道を使用すると下

水道の溢水が想定されるため、平常時から、上下水道それぞれの応急復旧の

考え方や優先復旧路線を事前に共有しておく。

 通水に当たり、十分な管路の洗浄を行った後、給水栓にて、残留塩素・外観

（色度・濁度）・味・臭気等を確認する。

（日本水道協会発刊「震災等の非常時における水質試験方法（上水試験方法

-別冊）」を参照。）

図 2-3 仮設給水栓設置の例 
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(3) 応急復旧の手順 

応急復旧の手順は、原則として水源から給水に至るまで、水の流れに従って、

被災箇所を調査し復旧する。（図 2-1 参照） 

 被害想定の規模等に応じ、浄水場の水生産能力・給水区域の形成などを考慮

し操作するバルブ等の復旧作業手順を定める。 

 管路の被害が大きく、広範囲で断水している地域においては、優先復旧路線

を優先的に修理復旧する。 

 優先復旧路線を修理復旧した地域においては、一定の区域ごとの管路の修理

復旧を行い、給水区域を面的に復旧する。なお、一例として、配水管の復旧

を優先させるためには、給水管の復旧範囲について、１次側（分水栓からメ

ーターまで）の復旧を基本とし、仮設の給水栓を設置すること等、あらかじ

め復旧範囲を検討しておくことも有効である（図 2-3 参照）。

 上水道が復旧しても、下水道が復旧していない状況で上水道を使用すると下

水道の溢水が想定されるため、平常時から、上下水道それぞれの応急復旧の

考え方や優先復旧路線を事前に共有しておく。 

 通水に当たり、十分な管路の洗浄を行った後、給水栓にて、残留塩素・外観

（色度・濁度）・味・臭気等を確認する。 

（日本水道協会発刊「震災等の非常時における水質試験方法（上水試験方法

-別冊）」を参照。）

図 2-3 仮設給水栓設置の例
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※供給する水が、病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合等(給水区域全域にわたる

ような広範囲の断水を含む)において通水を開始する場合は、必要に応じて、浄水場等に

おいて塩素剤を追加し、給水栓における遊離残留塩素濃度を0.2mg/L以上とすることが、

水道法第 22 条(衛生上の措置)に基づく同法施行規則第 17 条に規定されている。

(4) 用地、資機材等の確保

① 資機材・残土置き場等用地の確保

 交通の利便が良く、駐車スペースが確保できるなどの条件から候補地を選定

し、発災時に速やかに利用できるよう、事前に土地所有者等との交渉を行っ

ておく。

 被災の状況によっては、応急復旧作業が複数箇所で行われることから、これ

に対応するため、分散した複数の用地を確保するとともに、資機材備蓄スペ

ースや資機材の管理方法についても平常時より検討しておく。

② 人員、資機材等の確保

応急復旧は、被害状況や復旧計画等によって、被災水道事業体のみでの対応には

限りがあることから、被災水道事業体以外からの人員、資機材、技術力等の応援や

協力が不可欠である。このため、水道事業体はこれらに係る民間団体等と、発災時

の応援活動やそれに伴う費用の支払い等について、協定の締結や承諾書等を取り

交わしておく必要がある。 

協力要請の主な項目と民間団体等は、下記のものが考えられる。 

 水道施設の応急復旧作業(全国管工事業協同組合連合会（全管連) ※１、建設

業協会等)

 建設重機械の供給(建設重機協同組合、リース会社等)

 応急復旧用資材の調達(日本水道工業団体連合会（水団連）、日本ダクタイ

ル鉄管協会、日本水道鋼管協会、建設資材会社等)

 災害復旧査定(全国上下水道コンサルタント協会等)

 漏水調査作業(全国漏水調査協会等)

 資機材等の輸送(トラック協会、旅客船協会等)

 広報活動の支援(日本放送協会、民間放送・新聞機関等)

 燃料や薬品の確保(石油商業組合、浄水用薬品に係わる関係団体等)

※1 応急復旧に関する災害協定について、各都府県支部等と各都道府県管工事業協同組合

とで締結することが望ましい。 
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(5) 応急復旧作業記録の整備

応急復旧作業の記録は、管理図面の整理、災害査定、費用負担等の基礎資料とな

るため、定められた様式に基づき、復旧の進捗に合わせて確実に書類等の整理をす

る (様式 22、様式 24 参照)。 

2-6 災害査定用資料作成の手順

(1) 災害復旧事業の手順

水道事業体は、被災した水道施設の復旧に際して、国庫補助金の交付を受ける場合、

図 2-4 に示す災害復旧事業の手順に従って補助金の交付申請をしなければならないの

で、災害査定を円滑に遂行するため、被災水道事業体が行う事項(必要な資料の作成等)

について明示した水道事業実務必携(全国簡易水道協議会発行)の「災害復旧事業の実

務に関する手引き」又は「災害手帳」（一般社団法人全日本建設技術協会）を参考にす

る。 

図 2-4 災害復旧事業の手順 

（出典：令和６年災害手帳（一般社団法人 全日本建設技術協会発行）） 

第
２
章

平
常
時
に
お
け
る

応
急
活
動
の
準
備



第２章 平常時における応急活動の準備
2 応急復旧について

- 72 - 

(5) 応急復旧作業記録の整備 

応急復旧作業の記録は、管理図面の整理、災害査定、費用負担等の基礎資料とな

るため、定められた様式に基づき、復旧の進捗に合わせて確実に書類等の整理をす

る (様式 22、様式 24 参照)。 

2-6 災害査定用資料作成の手順

(1) 災害復旧事業の手順 

水道事業体は、被災した水道施設の復旧に際して、国庫補助金の交付を受ける場合、

図 2-4 に示す災害復旧事業の手順に従って補助金の交付申請をしなければならないの

で、災害査定を円滑に遂行するため、被災水道事業体が行う事項(必要な資料の作成等)

について明示した水道事業実務必携(全国簡易水道協議会発行)の「災害復旧事業の実

務に関する手引き」又は「災害手帳」（一般社団法人全日本建設技術協会）を参考にす

る。 

図 2-4 災害復旧事業の手順

（出典：令和６年災害手帳（一般社団法人 全日本建設技術協会発行））
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(2) 災害報告、災害査定及び費用支払いに必要な資料

被災水道事業体は、災害手帳に基づき、被災後 10 日以内に国土交通省水管理・

国土保全局防災課へ災害報告をする。また、被災水道事業体及び応援水道事業体で

作成した応急復旧作業に係る災害査定用資料を収集し、査定設計書等を作成する。 

国庫負担申請等については、国土交通省への行政移管に伴い｢公共土木施設災害

復旧事業費国庫負担法｣に従って行うこととなる。そのため、災害復旧事業の手続

きについては、河川、道路、下水道等と同じ手続きと様式に従って行うこととなる。

また、大規模災害時における公共土木施設災害復旧事業査定方針についても、公共

土木施設災害復旧事業費国庫負担法において事前に規範化されている（①机上査

定上限額の引き上げ②採択保留金額の引き上げ③一箇所工事の取り扱いの緩和④

設計図書の簡素化等）。 

これらの制度及び様式等については、「災害手帳」（一般社団法人全日本建設技術

協会）、「災害査定の手引き」（公益社団法人全国防災協会）等に記載されており、

被災水道事業体は常に最新のこれら図書を参照の上、各種資料を作成することが

必要である。 

 また、災害査定に関して疑義が生じた場合は、都道府県水道行政担当部局に連絡

し、都道府県土木主管部局を通じて、国土交通省水管理・国土保全局防災課へ問合

せし、確認すること。 

なお、災害査定用資料には下記のものがある。 

 被害状況・修理報告書

 工事写真(データを含む)

 修理伝票

≪参 考≫ 

① 写真撮影に当たっての留意事項

<基本的事項> 

 被害内容(漏水、破損状況等)が確認できること

 修理内容が確認できること

<留意事項> 

 修理伝票との照合が可能なように一連番号を付ける

 周辺風景を入れ、修理場所が確認できるように撮影する

 工法(人力・機械別、使用機材など)が確認できるようにする

 工事数量(掘削幅・長さ・深さ・舗装形式及び厚さ・延長・口径など)が確認

できるよう、メジャーやスタッフテープをあてて寸法が確認できるよう撮影

する

 工事件名、工種、地先住居表示、撮影年月日、略図、施工者等を記入した黒
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板等を使用し、文字が読めるように撮影する 

 水管橋等、被害延長が長いものについては、全景の他、適宜被害部分の状況

が確認できるものとする

② 写真撮影に必要な機材

 デジタルカメラ、電池、メモリー

 黒板、チョーク

 スタッフテープ、テープ、ポール、メジャー

2-7 応援隊の受け入れ体制

「 2-7 応援隊の受け入れ体制 」は、「 1-7 応援隊の受け入れ体制」に準じ

る。(p.57～） 
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